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はじめに 

  官業としての郵政事業は、全国に張り巡らされた郵便局網を通じて郵便、貯金、保険

の各事業による利便が全国同一条件の下で提供されることで、地方も含めた国民生活の

基盤を提供し、戦後の我が国における都市と地方とのバランスのとれた経済の発展を可

能にしてきた。高度経済成長の原動力となったのは、大都市周辺の重化学工業へのヒト・

モノ・カネの集中がもたらした産業の発展であったが、経済成長によって生じた富を、

都市だけではなく、地方にも振り向け、地域の経済振興を図る機能を果たしたのが公共

事業であり、国及び自治体の予算と並んで、その重要な資金源となったのが、郵便貯金

及び簡易保険として預け入れられた資金を活用して行われる財政投融資であった。 

しかし、このような戦後経済成長システムは、バブル経済の崩壊とともに行き詰り、

その後の不況の長期化、深刻化の中で、経済システムの根本的な見直しを迫られること

になった。 

こうした中、２１世紀に入り、政治、経済の構造の抜本的改革による不況からの脱却

への期待を受けて登場したのが小泉政権であり、その政策の目玉として掲げられたのが、

戦後システムの中核を担っていた郵政事業を民営化することであった。 

政権発足の２年後の平成１５年には日本郵政公社が発足し、それまで郵政事業庁によ

る官営事業であった郵政事業は公社として独立採算の下、自律的、弾力的な運営を行う

こととされた。さらに、その翌年の平成１６年９月には郵政民営化の基本方針が閣議決

定され、郵政民営化関連法案が国会に提出された。 

郵政民営化は、公的部門に流れていた郵便貯金・簡易保険の資金の流れを、他の金融

機関と対等の競争条件の下で、民間金融機関としての資金運用に変えていくことで、資

金の流れを官から民に転換することを主たる目的とするもので、我が国の経済社会シス

テムそのものにも多大な影響を与えるものであった。それだけに、その是非について与

党自民党内部も含めた政治対立が生じ、郵政民営化関連法案は参議院では一旦否決され

た。しかし、小泉首相が郵政民営化の是非を問うとして衆議院を解散し、総選挙で圧勝

したことで政治対立は決着、平成１７年１０月に郵政民営化関連法が成立した。 

そして、平成１８年１月には準備企画会社としての日本郵政株式会社（以下、「日本郵

政」）が設立され、平成１９年１０月１日には日本郵政公社が解散し、公社の４つの機能

（郵便、窓口サービス、貯金、保険）は新たに設けられた４つの事業会社（郵便事業株

式会社（以下、「郵便事業会社」）、郵便局株式会社（以下、「郵便局会社」）、株式会社ゆ

うちょ銀行（以下、「ゆうちょ銀行」）、株式会社かんぽ生命保険（以下、「かんぽ生命」））

に引き継がれ、日本郵政は、準備企画会社から、４つの事業会社を束ねる持株会社に移

行し、民営化が実現した。 

このように小泉政権発足後まさに疾風怒濤の勢いで進められた郵政民営化によって、

それまで官業として行われていた郵政事業すべてが、日本郵政と４事業会社からなる民

間会社としての日本郵政グループによって営まれることとなった。 
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その時点では、４事業会社の株式を保有する日本郵政の株式はすべて国が保有したま

まであり、同グループが国民共有の財産として公的性格を有することには変わりはなか

ったが、郵政民営化法では、「政府が保有する日本郵政株式会社の株式がその発行済株式

の総数に占める割合は、できる限り早期に減ずるものとする」「日本郵政株式会社が保有

する郵便貯金銀行及び郵便保険会社の株式は、移行期間（平成１９年１０月１日から平

成２９年９月３０日までの期間をいう。以下同じ。）中に、その全部を処分するものとす

る」と定められ、早期に持株会社及びゆうちょ銀行・かんぽ生命の株式を売却すること

で、株式保有の面でも民営化を徹底することが予定されていた。 

民営化に先立って、元三井住友銀行頭取の西川善文氏が、平成１８年１月に、準備企

画段階の日本郵政の社長に、そして、平成１９年４月には日本郵政公社総裁に就任し、

同年１０月の民営化以降も、引き続き、西川社長を中心とする体制で同グループの経営

が行われてきたが、平成２１年年頭頃から、「かんぽの宿」の一括譲渡をめぐる問題が表

面化するなど日本郵政グループの業務執行の在り方に関して多くの問題が表面化し、社

会からの批判を浴びることとなった。 

そして、平成２１年８月の衆議院議員総選挙で民主党が圧勝して政権交代が実現し、

９月には、小泉政権下での郵政民営化に反対してきた民主党、国民新党、社民党による

連立政権が発足した。 

連立政権は、同年１０月２０日に「郵政改革の基本方針」を閣議決定し、郵政改革に

着手する。同日の西川社長の辞任表明を受け、同年１０月２８日に元大蔵事務次官（前

職：東京金融取引所代表取締役社長）の齋藤次郎氏を社長に選任する等、日本郵政の新

経営陣の選任を行った。その後、１０月３０日に、政府が保有する日本郵政の株式及び

日本郵政が保有する金融２社の株式の放出等を禁止する法律を第１７３回臨時国会に提

出、１２月４日に成立し、１２月３１日に施行となった。また、郵政改革に係る措置内

容及び新日本郵政株式会社の規律等を規定した郵政改革関連法案（郵政改革法、日本郵

政株式会社法及び整備法）は、平成２２年４月３０日に閣議決定され、同日国会に提出

された。 

日本郵政ガバナンス問題調査専門委員会は、上記の経過を踏まえ、西川社長時代の日

本郵政において発生した問題について、第三者の立場から、コーポレート・ガバナンス

及びコンプライアンスの観点に基づく調査及び検討を行い、その結果を、今後の日本郵

政の経営体制及び業務執行の在り方等についての検討に活用することを目的に、総務省

が、コーポレート・ガバナンス、コンプライアンスの分野において専門的知識・経験を

有する弁護士、会計士、経営学者を構成員として設置したものであり、本報告書は、同

委員会での議論及び検討の結果を取りまとめたものである。 

当委員会における問題案件の調査は、弁護士７名、総務省郵政行政部担当者、日本郵

政及び同グループ会社のコンプライアンス担当者により個別検証チームを構成して、各

事案の検証を行い、当委員会の構成員である赤松幸夫弁護士において各検証全体の総括
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責任者を務める体制で行ったものであり、同検証の結果は、同弁護士による検証総括報

告書（別添資料）のとおりである。 

当委員会における調査及び検討は、決して過去の日本郵政における問題についての責

任追及を目的とするものではない。郵政民営化の是非及びその進め方に関しては、様々

な立場や意見があるが、政治対立を背景に進められた現在の郵政民営化による経営形態

や会社が負う使命の変化が、日本郵政の経営に大きな影響を及ぼしてきたことは否定で

きない。そうした中で、その時々の国の基本方針に従いつつ、業務の公正と適正を確保

するために、日本郵政のガバナンス及びコンプライアンスはいかにあるべきかについて、

過去の事案の検証を踏まえて、分析・検討することを目的とするものである。 

なお、本報告書及び別添検証総括報告書は、原口一博総務大臣に提出するとともに、

当委員会の構成員に、亀井久興総務省顧問、内藤正光総務副大臣、長谷川憲正総務大臣

政務官を加えて開催される日本郵政ガバナンス検証委員会の場に提出し、同委員会にお

ける議論の資料とするものである。 

 

第１ 基本的視点 

１ 郵政民営化の目的 

郵政民営化は、郵政民営化法（平成１７年１０月２１日法律第９７号）第１条に規

定されているとおり、「民間にゆだねることが可能なものはできる限りこれにゆだね

ることが、より自由で活力ある経済社会の実現に資することにかんがみ、平成１６年

９月１０日に閣議において決定された郵政民営化の基本方針に則して行われる改革」

である。 

当該基本方針では、 

「明治以来の大改革である郵政民営化は、国民に大きな利益をもたらす。 

① 郵政公社の４機能（窓口サービス、郵便、郵便貯金、簡易保険）が有する

潜在力が十分に発揮され、市場における経営の自由度の拡大を通じて良質で

多様なサービスが安い料金で提供可能になり、国民の利便性を最大限に向上

させる。 

② 郵政公社に対する「見えない国民負担」が最小化され、それによって利用

可能となる資源を国民経済的な観点から活用することが可能となる。 

③ 公的部門に流れていた資金を民間部門に流し、国民の貯蓄を経済の活性化

につなげることが可能になる。 

こうした国民の利益を実現するため、民営化を進める上での５つの基本原則（活

性化原則、整合性原則、利便性原則、資源活用原則、配慮原則）を踏まえ、以下

の基本方針に従って、２００７年（平成１９年）に日本郵政公社を民営化し、移

行期を経て、最終的な民営化を実現する。」 

とされている。 
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基本的な方向性は、郵政公社の４機能（窓口サービス、郵便、郵便貯金、簡易保

険）が、民営化を通じてそれぞれの市場に吸収統合され、市場原理の下で自立する

ことをめざすものであり、そのために、①経営の自由度の拡大、②民間とのイコー

ルフッティングの確保、③事業毎の損益の明確化と事業間のリスク遮断の徹底を行

う方針が示されている。 

   

２ 日本郵政に求められる業務の適正さ 

   日本郵政は、上記のような基本方針で行われてきた郵政民営化によって設立された

会社であり、その経営上の意思決定及び業務の遂行が、その基本方針に基づく郵政民

営化の目的実現に資するものであることが求められることは言うまでもない。 

   しかし、一方で、日本郵政には、株式会社として一般的に求められるガバナンス上

及びコンプライアンス上の要請に加えて、国がすべての株式を保有すること、事業の

公共性などから、業務執行において効率性、収益性が重要視され、公正性、公平性、

透明性が強く求められる。また、資産の活用や処分においても一層の適正さが要請さ

れる。これらは、日本郵政の特質に基づくガバナンス上、コンプライアンス上の要請

と言うべきであろう。 

   民営化に先立って経営委員会によって定められた日本郵政の「グループ経営方針」

の中でも、「企業としてのガバナンス、監査・内部統制を確立しコンプライアンスを

徹底します」「適切な情報開示、グループ内取引の適正な推進などグループとしての

経営の透明性を実現します」とされるなど、上記の各要請は重要な経営方針とされて

いる。 

検証総括報告書によれば、西川社長時代の日本郵政においては、政治情勢の激変の

中、「郵政民営化を後戻りさせないように」との意図が背景あるいは誘因となって、

拙速に業務執行が行われたことにより多くの問題の発生につながったのではないかと

思料されると総括している。しかし、たとえ、上記のようであったとしても、国民の

財産としての公共性と事業の公的性格に基づく要請に反することは許されないのであ

り、同社の経営及び業務執行は、ガバナンス上、コンプライアンス上の制約の範囲内

で行なわれなければならない。 

そのような制約は、日本郵政の経営及び業務執行の在り方を、郵政民営化法が有し

ている問題を解消する方向、すなわち、旧来の全国の郵便局網を活用し、郵便、郵便

貯金、簡易生命保険の基本的なサービスについてのユニバーサル・サービスの提供確

保を重視する方向に向けようとする場合においても変わるところはない。 

日本郵政の事業をめぐる環境は、外部要因に強く影響される。そのため、今回の個

別検証でも明らかになったが、これまでの日本郵政の経営をみると、その変化を見越

し、環境が大きく変化する前に短期的に結果を出そうとして拙速に経営上の意思決定

が行われ、事業が遂行される危険性を有しているものと推察される。 
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重要なことは、前経営陣の時代において、政治情勢の変化によって経営の方向性が

大きな影響を受け、短期的に一方向に偏った経営及び業務執行が行われた事実があり、

今後も同様のリスクが顕在化する可能性があることを踏まえ、経営上の意思決定及び

業務執行の適正を確保し得る経営体制や業務遂行の在り方を検討することなのであり、

当委員会の使命も、かかる観点から、検証総括報告書における検証結果に基づき、日

本郵政のガバナンス及びコンプライアンスの在り方について検討を行うことにある。 

 

第２ 個別事案検証結果の概要 

個別検証チームによる問題案件の調査結果の概要は、以下のとおりである（詳細は別

添検証総括報告書）。 

１ 不動産関係 

⑴ 公社バルク事案 

    公社当時のバルク売却方式(｢優良物件｣と｢不良物件｣をまとめて売却する方式)に

よる資産売却の事案であり、その後の日本郵政グループの不動産売却の際のガバナ

ンスと関連することから検証の対象としたものである。 

公社当時のバルク売却は、デメリットについての検討が行われた様子もなく、多

数の物件を一括してバルク売却したほか、対象物件の鑑定評価についても、同評価

額が低くなり、同売却が容易になるような条件付けをしていたなどの問題が認めら

れる。 

 

⑵ ｢かんぽの宿｣等事案 

 日本郵政が｢かんぽの宿｣等の各施設について一括で平成２０年１２月２６日にオ

リックス不動産との間で事業譲渡契約を締結するなどしたことに関して、以下の点

に問題があった。 

・ サブプライム問題による不動産市況の冷え込み等により、セラーアドバイザー

(外国系証券会社)から、再三、処分の｢中止･延期｣等を選択肢として提言されてお

り、また、処分方法についてのアドバイザーであった日本政策投資銀行から｢処分

価値の増大｣等の観点から個別売却を助言するなどされていたにもかかわらず、早

期･一括処分が行われた。 

・ 雇用の確保等が一括処分の主たる理由とされているが、契約上、雇用への配慮

が十全になされていたとは認めがたい。 

・ 譲渡に当たっての鑑定評価についても、実態と異なった前提で鑑定が行われて

いるなどにより、結局、各施設については、鑑定評価の在り方あるいは同評価と

の関係においてより低価で譲渡されたと言える。 

・ 本事案についての取締役会に対する報告の際の社外取締役の種々の有益な意見

が執行側から無視されている。 
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経営判断として、国民共有の財産の処分価格の最大化に対する努力が欠けていた

疑いがある上、経営による執行部門への監視･監督に問題があった。また、社外取締

役の意見無視というガバナンス上の大きな問題があった。 

 

⑶ 東池袋事案 

平成２０年４月以降に郵便局会社所有･都内東池袋所在の土地について信託受益

権を設定し、ビルの共同開発を行うにつき、住友不動産株式会社を共同事業者に選

定するなどしたことに関して、選定結果自体には特段の問題は認められないものの、

同選定の際の土地の試算価格の前提が事実と異なっており、事実に即した鑑定評価

による選定が行われていないこと、同選定の責任者は当該コンペに参加していた三

井不動産株式会社（以下、「三井不動産」）の出身者であったことなどの点に問題

がある。 

業務執行の適正さ並びに国民共有の財産の処分価格の最大化に対する努力に欠け

ており、客観的公正性･公平性の確保の観点からも問題がある。 

 

⑷ 那覇事案 

郵便局会社所有･那覇市内所在の土地を平成２０年９月１２日にオリックス･アル

ファ株式会社（以下、「オリックス・アルファ」）に売却するなどしたことに関し

て、オリックス･アルファに売却したことや同売却価格に特段の問題は認められない

ものの、同売却を経営会議で決定した当時、価格についての鑑定評価が行われてい

なかったこと、上記鑑定については、郵便局会社の担当者が日本郵政グループの不

動産業務の責任者の日本郵政不動産部長(執行役)に、数回、同鑑定をしたい旨の意

見具申をしたが、同部長からその都度却下されていることなどに問題がある。 

経営会議としての業務執行の適正さ並びに国民共有の財産の処分価格の最大化に

対する努力が不十分であり、日本郵政グループの不動産業務全般に対する姿勢にも

疑念が生じる。 

 

⑸ 東山事案 

郵便局会社所有･都内目黒区東山所在の土地の分譲マンション事業につき、平成２

０年２月以降に三井不動産レジデンシャル株式会社を共同事業者に選定するなどし

たことに関して、同選定に当たって土地の鑑定評価を行っていないこと、同選定の

責任者は上記選定先と同じ企業グループの三井不動産の出身者であったことなど、

東池袋事案と同様のガバナンス上の問題がある。 

 

２ ＪＰＥＸ事案 

郵便事業会社と日本通運株式会社（以下、「日通」）の共同出資により、ゆうパッ



- 7 - 
 

ク事業とペリカン便事業との統合をめざしてJPエクスプレス株式会社(以下､｢ＪＰＥ

Ｘ｣)が設立されたが、最終的にはゆうパック事業を郵便事業から切り離すことに関し

て総務省の認可が得られず、事業統合を断念、同社は清算することとなり多額の損失

が発生した。その過程において以下のような事実があり、経営判断としての合理性を

大きく逸脱していると認められる。 

  ・ 両事業の統合については、西川社長において、日本郵政の三井住友銀行出身者に

担当させる一方、所要の検討も行わせず、かつ、統合に慎重であった郵便事業会社

首脳陣に知らせないまま、平成１９年１０月５日、日本郵政･日通間の基本合意書を

締結した。 

  ・ その後、郵便事業会社首脳陣は、統合後のＪＰＥＸの事業収支が確定できず、ま

た、いずれにしろ多額の赤字が予想されたことから、直ちに統合を行うことに反対

したにもかかわらず、西川社長において、同反対を押し切り、平成２０年４月２５

日、日本郵政･郵便事業会社･日通間の統合基本合意書を締結させた。 

  ・ 上記締結により、同年６月２日にＪＰＥＸが設立されたが、その後も、郵便事業

会社において算出したところでは、ＪＰＥＸの事業収支は統合後５年度の全てが赤

字で、累積にかかる赤字は単独８０６億円･連結９４３億円に上ったにも関わらず、

西川社長において、郵便事業会社がそのような数字を算出したこと自体を叱責した

ことから、これを受けて郵便事業会社において統合後４年度目に黒字化するなどの

事業収支を提出することを余儀なくされ、その結果として、同年８月２８日、郵便

事業会社･日通間で統合のための最終契約である株主間契約書が締結された。 

  ・ その後、ペリカン便事業については、平成２１年４月１日、ＪＰＥＸに分割承継

されたものの、ゆうパック事業については、総務省において、統合による郵便事業

への影響等が判断しがたいことなどにより、同事業のＪＰＥＸへの分割承継を認可

しなかったことから、郵便事業会社は、同年１１月２６日以降、ＪＰＥＸ事業の見

直しを決定し、現状、平成２２年７月のＪＰＥＸ解散、同会社資産の郵便事業会社

への承継を予定しているが、同解散時点での累積損失額の合計は９８３億円（平成

２２年２月 平成２２事業年度事業計画認可申請時点の見込み額）と見込まれ、今の

ところでは、そのうち９００億円前後は郵便事業会社が負担することになると思わ

れる。 

  ・ 上記株主間契約書締結についての日本郵政取締役会への報告の際の社外取締役の

種々の有益な意見が執行側から無視された。 

 

３ クレジット事案 

平成１９年４月６日にゆうちょ銀行の発行するクレジットカードの業務委託先の一

つとして三井住友カード株式会社（以下、「三井住友カード」）を選定するなどした

ことに関し、業務委託先の選定担当者の最上位者は三井住友カード出身者(同会社の代
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表取締役副社長等を歴任)であったこと、同選定の際のコンペ各参加者の提案について、

収支シミュレーションやシステムコスト(単価)の完全な比較が行われていないことな

どの事実が認められ、業務の公正さ、手続の適正さに問題がある。 

 

４ 責任代理店事案 

日本郵政グループの広告代理店の一元化のため、平成１９年１２月１７日に広告責

任代理店として株式会社博報堂（以下、「博報堂」）を選定し、グループ全体の広告

が同社に発注されることになった。このような広告代理店の一元化の方針については、

これが同グループ全体の広告宣伝に関わる重要事項であるにも関わらず、稟議決裁な

どが行われた形跡がなく、事実上、日本郵政の三井住友銀行出身の事務方幹部におい

て決定したかのようであることに加え、以下のような事実があり、手続の適正性･透明

性並びに公正性･公平性の欠如、経営判断の在り方の問題、コンプライアンス関連の問

題などが認められる。 

  ・ 同一元化の方針決定により、その後、博報堂が広告責任代理店に選定されるにつ

いては、アドバイザーなどとして博報堂出身者が関与している一方、博報堂への一

元化に対する各事業会社の反対意見が考慮されていない。 

  ・ 株式会社博報堂エルグ（以下、「エルグ」）問題の報道（平成２０年１１月８日）

以後、郵便事業会社による親会社博報堂に対する損害賠償請求、エルグ役員の逮捕･

起訴、博報堂による日本郵政グループへの一般競争入札参加自粛通知などのことが

あり、その間、各事業会社から対応についての問い合わせなどがあったにも関わら

ず、日本郵政は、各事業会社の博報堂に対する随意契約による発注を継続させ、総

務大臣による批判、総務省からの報告徴求の翌日（平成２１年６月４日）に至って、

ようやく博報堂を責任代理店とすることを取りやめた。 

  ・ 日本郵政の上記事務方幹部は、博報堂関係者からの飲食等の接待を受け、その上

司(博報堂選定の稟議決裁者)においても同接待を受けていたものと思われる。 

 

５ ザ･アール事案 

株式会社ザ･アール（以下、「ザ・アール」）の代表取締役社長が平成１８年１月２

３日設立の日本郵政の社外取締役となって以降、平成１９年１０月１日の郵政民営化

までに公社とザ･アールとの間で研修委託等についての契約が締結されていた。同社長

の同社外取締役就任後に公社とザ･アールとの契約件数が著しく多くなっており(同就

任前の２年度が合計１３件に対し上記の１年９か月間は合計２７件)、また、上記の間

の西川社長の公社総裁兼務（平成１９年４月１日）以降も新たに公社とザ･アールとの

間に契約(３件)が締結されている事実が認められる。 

公社と日本郵政が法人格として別異であるなどというのは、単なる形式論であって、

利益相反取引の趣旨あるいは客観的な公正性の確保等の観点から重大な問題がある。 
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６ 西川社長時代の日本郵政の経営体制 

⑴ 取締役会の実情 

平成１８年１月２３日に準備企画会社として設立された当時の日本郵政は、委員

会設置会社ではなかった。委員会設置会社でない場合の取締役会の職務は、会社の

業務執行の決定と取締役の職務の執行の監督等である。取締役の職務の執行の監査

は監査役が行う。当時の日本郵政の取締役会は、西川社長ら３名の代表取締役、４

名程の取締役、５名の社外取締役で構成されていた。 

これに対し、民営化後の日本郵政は委員会設置会社とされた。委員会設置会社で

は、業務の執行と監督が分離されており、業務の執行は取締役ではなく執行役が行

う。取締役会の職務は、経営の基本方針の決定、執行役等の職務の執行の監督等に

限定され、執行役の意思決定の範囲が広い。監査役は置かれず、取締役の一部で構

成される監査委員会がその役割を果たす。民営化当初の日本郵政の取締役会は、西

川社長ら２名の取締役兼代表執行役、８名の社外取締役で構成されていた。 

民営化以後、どのような事項を取締役会の議題とするか、議題を決議事項とする

か報告事項とするかは、事実上、代表執行役以下の各執行役の決定にかかっていた。

本各事案のうちで取締役会の議題となったことがあるのは、かんぽの宿を含む一部

不動産関係、ＪＰＥＸ事案、ザ･アール事案のみであり、決議事項であったのは、総

務大臣への認可申請との関連でのかんぽの宿等事案のみであった。 

民営化以後の取締役会における執行役達による議題についての説明は、専ら当該

議題に係る事案についての執行側の決定等を是とする理由を述べるに過ぎず、その

際の説明資料の内容も概要説明にとどまり、当該事案についての稟議書類の添付も

ないものであった。さらに、取締役会は月に１回、概ね２時間程度のものであった

から、社外取締役としては、当該事案の内容を具体的に把握し、問題点等を認識･

理解することはできないのが実情であった。 

また、それでも取締役会では各社外取締役により相応の意見も出されていたが、

これに対する執行側の対応･姿勢は、それを真摯に傾聴するといったものではなく、

既存の執行側の決定等の理由･合理性等を述べるに過ぎないものであった。 

取締役会の議事録は、平成２１年２月までは、議題について｢承認可決した｣、｢報

告があった｣と記載するだけで、社外取締役による質疑あるいは意見等についての記

載は一切されなかった。これは、各社外取締役から、議事録関係を所管する経営企

画部担当者に対して注意していたにもかかわらず継続されていたものである。 

以上のように、本各事案当時の日本郵政にあっては、本来は経営の基本方針を決

定するだけではなく、執行役等の職務の執行の監督等を職務とする取締役会が、特

にその後者の職務との関係で文字通り形骸化していた。 
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⑵ 執行側の実情 

 日本郵政には、具体的な個別重要案件の社長による稟議決裁のいわば前提として、

同各案件の協議等を行うことを目的に、西川社長らの代表執行役とその指名に係る

執行役によって構成される経営会議が設置されていた。 

同会議においては、個別重要案件が協議の対象となってはいたが、同会議は、出

席者全員の間で可否等を忌憚なく協議する場というよりも、代表執行役及び事実上

の経営中枢であったとも認められる経営企画部門のＡ専務などと、事案の担当執行

役及びその下の事務方との間の説明あるいは質疑応答の場であった。したがって、

経営会議は、その場の出席者全員の協議により個別重要案件の方向･方針などが現に

協議･検討されるというほど議論活発なものではなかった。 

結局、当時の日本郵政の執行側すなわち経営の重心は、経営会議ではなく、西川

社長及びその下の三井住友銀行出身者、特に｢４人組｣と称されているＡ専務(執行

役)ら４人の者あたりにあったと認められる。 

そして、このように日本郵政の経営の重心が極端に三井住友銀行出身者に傾いた

理由としては、同銀行出身者を重用した西川社長の人事手法にも一つの原因があっ

たと考えられる。 

 

第３ 西川社長時代の日本郵政のガバナンス及びコンプライアンス上の問題 

 １ 問題の整理 

   西川社長時代の日本郵政に関して発生した問題は、実損害の発生、又は発生の可能

性という側面と業務執行の手続きの公正さ、適正さという側面の二つに整理すること

ができる。 

   会社の実損害の面での最大の問題は、郵便事業会社と日通の共同出資によって新会

社が設立され、日通のペリカン便の宅配便事業を開始したが、結局、事業が中止され

９００億円前後もの膨大な損失の発生が見込まれているＪＰＥＸ事案であり、年間５

０億円もの業務委託手数料の相当性に疑問の余地があるクレジット事案についても、

会社の実損害が発生した可能性がある。また、かんぽの宿問題では、会社に実損害を

発生させるような売却が行われようとしていることが社会的な問題となり、売却は中

止された。 

   一方、業務執行の手続きの公正さ、適正さという面で大きな問題があるのは、コン

ペによる業務委託先の選定担当者中の高位の者に、選定されたカード会社の出身者や

同社のカードの発注先の印刷会社出身者が含まれていたクレジット事案、広告代理店

の一元化後の責任代理店の選定の過程に選定された広告代理店の出身者が関与してい

た責任代理店事案、民営化直前の準備企画段階の日本郵政の社外取締役が代表取締役

を務める会社と日本郵政公社との間で研修委託等の契約が締結されていたことに関し

て実質的な利益相反の疑いがあるザ・アール事案である。また、東池袋事案、東山事
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案、那覇事案では、鑑定評価が適切に行われておらず、このうち前２者については、

共同事業者の選定の責任者がコンペに参加した企業と同じグループに属する企業の出

身者であったことも問題として指摘されている。 

 

２ 拙速な事業遂行の背景 

   検証総括報告書は、これらの問題が発生したことに関して、郵政民営化及び日本郵

政の事業遂行において迅速性が自己目的化し、民営化の一つの重要な目的である収益

性がないがしろにされていたこと、日本郵政が委員会設置会社であった上に、執行側

の対応によって、取締役会の執行に対する監督等の機能が働かない実情にあったこと、

郵政民営化と分社化を急ぎ同時並行させたために内部統制も極めて弱体であったこと、

日本郵政の人的構成が特殊であったことなどの問題が有機的に絡みあって種々のガバ

ナンス上の問題を生じたと指摘している。 

そして、その背景に関して、「郵政民営化を後戻りできないようにする｣との意思が

背景あるいは誘因となり、収益性を犠牲にしてまで早期に資産を他に譲渡してしまう、

あるいはグループ会社の事業を法的に後戻りできない形で他の企業の事業と合体させ

るというような拙速な事業遂行につながったのではないかとの見方が示されている。 

 

３ 問題の本質 

   西川社長時代の日本郵政に多くの問題が表面化することにより、多額の損失が発生

し、社会的信頼が損なわれる背景あるいは誘因になったと思料される「郵政民営化を

後戻りできないようにする｣とのインセンティブはなぜ生じたのか。 

   その背景には、日本郵政の設立目的であった郵政民営化という政策をめぐる政治的

対立が影響していたのではないかとも考えられる。 

   既に述べたように、郵政民営化は、小泉政権発足後、小泉首相の強烈なリーダーシ

ップで進められてきたが、これには与党の自民党内部においても強い反対意見があり、

郵政民営化法案の国会での採決にも多数の造反者が出るなどした。それに対して、小

泉首相は衆議院を解散し、郵政民営化の是非について民意を問うという強硬手段に出

て選挙に圧勝し、反対派議員を抑え込んだが、その過程で自民党からの離党者も多数

出るなど、政治対立は決して終息したわけではなかった。そして、翌１９年７月の参

議院議員選挙では与党自民党が惨敗、参議院では与野党が逆転し、民主党や郵政民営

化に反対する議員によって結成された国民新党が自民党政権に対抗という「ねじれ現

象」が生じるに至った。 

  日本郵政公社の廃止に伴う郵政事業の民営化が実現した時期は、参議院での与野党

逆転によって政治情勢が混とんとなり、郵政民営化を推進する政治的求心力が失われ

つつある状況であった。そのような背景により「郵政民営化を後戻りさせないこと」

が至上命題となり、日本郵政の経営及び業務執行が行われたのではないかと推察され
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る。 

   他方、政権交代後、日本郵政の在り方について、それまでの分社化推進に偏った郵

政民営化から、郵政事業の公共性・公益性や、郵便、貯金、保険という基本的サービ

スを国民に広く提供することを重視する方向で郵政事業の抜本的見直し（郵政改革）

が行われているところである。 

しかし、郵政事業は国民生活に密接に関係し、また、事業の在り方は経済システム

の選択にも深く関わるものであることから、今後も日本郵政を取り巻く情勢の変化が

経営及び業務執行に影響を与える可能性も否定できない。 

このような日本郵政の経営の特質と想定されるリスクを踏まえて、経営体制の検討、

ガバナンス、コンプライアンスを確保するための方策の検討を行う必要がある。 

 

４ 西川社長時代の経営体制及びコンプライアンス上の問題点 

西川社長時代の日本郵政において、拙速な事業遂行によって多くの問題が発生した

原因に関して重要なのは、委員会設置会社というガバナンス形態が有する特質に係る

制度的問題、利益相反に関連するコンプライアンス上の問題、そして、認可権を持つ

総務省との関係に関する問題である。 

⑴ 経営体制の問題  

西川社長時代の経営体制の最大の問題は、委員会設置会社というガバナンス形態

が有する特質に係る制度的問題にあったと考えられる。そもそも委員会設置会社は、

本来的には、株主の代表としての社外取締役を通して、市場からの監視機能が働く

ことを前提とするガバナンス形態である。ところが、民営化時も現在も日本郵政は

国が全株式を保有しており、市場からの監視は働かない。このような会社において

は、経営の基本方針の決定を取締役会の主たる任務とする「委員会設置会社」とい

うガバナンス形態の下では、社外取締役による監督機能には一定の限界があり、更

に、検証総括報告書で述べられているように、民営化後の日本郵政は取締役会及び

監査委員会の執行側に対する監視･監督が十分には機能せず、執行側の業務すなわち

具体的な事案についての決定・遂行等については、恣意的な業務執行を抑制する内

部統制上のメカニズムも働かず、西川社長の人事手法とも相まって、三井住友銀行

出身者を中心とした執行役達の経営に対する支配力の極大化が抑制できなかったこ

とも、委員会設置会社というガバナンス形態が有する特質に係る制度的問題による

ところが大きかったと考えられる。 

郵政民営化の段階で、早期に株式を市場に売却することが予定されていたことか

ら、株式売却後を見据えたガバナンス形態として、「前のめりに」委員会設置会社

というガバナンス形態を選択したというのが実情ではなかったかと思われるが、そ

れが、株式売却の前に日本郵政の経営及び業務執行に関して多くの問題を発生させ

る結果になったものと推察される。 
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⑵ コンプライアンスに関する問題 

当委員会の調査対象とした西川社長時代の日本郵政の個別事案に関して、手続き

の公正さ、適正さというコンプライアンスの観点から指摘すべき重要な問題は、「実

質的利益相反」である。 

三井住友カードの選定に関して、コンペによる業務委託先の選定担当者中の高位

の者に、選定されたカード会社の出身者等が含まれていた問題、広告代理店の一元

化後の責任代理店の選定の過程に、選定された広告代理店の出身者が関与していた

問題などは、選定の公正さに重大な疑念を生じさせかねないものであった。 

単に過去に所属していた「出身」の会社の問題であって、選定対象の会社と直接

の関係はないというのは形式論理に過ぎない。程度の差はあれ「出身」の会社とは

何らかの関係が継続していると考えるのが世間一般の受け止め方であり、それがコ

ンペによる選定の公正さに疑念を生じさせることとなる。 

また、民営化直前の準備企画段階の日本郵政の社外取締役が代表取締役を務める

会社と日本郵政公社との間で研修委託等の契約が締結されていたのも、準備企画会

社がそのまま日本郵政となり、一方で、日本郵政公社との契約がそのまま日本郵政

に引き継がれることを考えれば、実質的には取締役の自己取引に近いものである。 

これらは形式的には法令や内規に違反するものではないが、実質的な利益相反と

いう観点からは、手続きの公正さに重大な問題がある。形式的な「法令遵守」の観

点にこだわり、このような実質的な利益相反について問題意識が欠落していたとこ

ろに、日本郵政をめぐるコンプライアンスの最大の問題がある。 

巨大な官営事業を民営化していくためには、民間会社での業務に関する経験豊富

な人材を活用することが不可欠である。しかし、一方で、そのような人材が出身企

業等との利害関係のある業務遂行に関わることは、公正な業務執行を阻害したり、

その疑念を生じさせることになりかねない。 

今回の検証で明らかになった個別事案に照らしても、民間企業での知識・経験を

有する人材の活用と、それによる実質的利益相反の防止という二つの要請にいかに

バランス良く応えていくのか、日本郵政のコンプライアンスにとって困難な課題で

ある。 

実質的利益相反が疑われる可能性が少しでもあれば、当該民間企業出身者を業務

に関与させない、という消極的な対応ばかりでは、民間企業出身者の人材の経験・

ノウハウを十分に活用することはできない。その場合には、稟議決裁、モニタリン

グ等の手続によっていかにして公正さを担保するかが重要となる。検証総括報告書

でも述べられているように、上記個別事案では、利益相反の疑いがある当事者企業

の出身者が業務に関わったことだけではなく、そのような手続面での公正さの担保

ができていなかったことに問題があったのである。 
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また、検証総括報告書では、責任代理店事案に関して、代理店選定に関わった日

本郵政の役職員が、選定された広告代理店から接待を受けていた事実が指摘されて

いる。関係者の非協力により、接待の事実の全貌は明らかになっていないが、日本

郵政から同広告代理店に対して平成２０年度に２２３億円にも上る発注が行われて

いたことを考えれば、日本郵政の役職員を「みなし公務員」としている法の趣旨に

照らし、コンプライアンス上問題があったと言わざるを得ない。 

当時の日本郵政においても、行動憲章、コンプライアンス基本方針が定められ、

コンプライアンス委員会、内部通報窓口なども設置されるなど、一般的な観点から

は、コンプライアンスに対してそれなりの取組みが行われていた。しかし、それが、

単なる「法令規則」の遵守にとどまり、コンプライアンスを実質的に確保するため

の体制が確保されていなかったところに根本的な問題があったと言うべきであろう。 

 

⑶ 総務省による認可との関係 

民間株式会社とは言え、すべての株式を国が保有している日本郵政の場合、市場

からの監視は働かず、国が株主権を行使して経営に介入することもない。それに代

わる機能を果たすものとして監督官庁としての総務省の存在が考えられるが、毎年

度の事業計画や重要事項については認可申請が義務付けられているとは言え、特に

客観的に明らかな問題でも発生しない限り、日本郵政の日々の経営あるいは業務遂

行について総務省が介入することはないものであった。 

ＪＰＥＸ事案において、事業統合計画の失敗が決定的となったのは、平成２１年

に入ってから、総務省がゆうパック事業の統合について難色を示し、結局、ＪＰＥ

Ｘへの出資及び準備活動のみ認可し、ゆうパック事業の統合自体は認可しなかった

からである。郵便事業への収支・業務面への影響が判断できないことなどを理由に

事業統合を認可しなかった総務省の判断自体は適切だったと思われるが、そうであ

れば、もっと早い段階で、日本郵政の側のＪＰＥＸ設立によるゆうパックとペリカ

ン便の事業統合の動きに対して監督官庁としての対応することができなかったのか

が問題となる。 

この点に関し、郵便事業会社と日通との間で株主間契約が締結され、郵便事業会

社が事業統合に向けての契約上の義務を負うことになる段階で、その点について総

務省に報告が行われていれば、ＪＰＥＸをめぐって日本郵政グループに多額の損失

が生じることも防止できた可能性がある。 

民営化の途上にあり、国が株式すべてを保有する非公開会社という現状にある日

本郵政に対しては、市場からの監視が期待できない状況にある。このような状況下

では、実質的な会社の所有者である国民の利益を守る観点からも、監督官庁として

の総務省の重要な事業の計画やその遂行の過程に対する監督は、日本郵政のガバナ

ンスを補完するという一つの機能として運用される必要があると考えられる。 
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第４ 日本郵政のガバナンス及びコンプライアンスの現状と問題点 

１ 経営体制と取締役会の機能 

民営化後の日本郵政の経営体制は、社外取締役中心の取締役会が執行役を監督する

委員会設置会社とされていたにもかかわらず、取締役会には重要事項の報告が十分で

はなく、また、取締役と執行役の兼任が社長と副社長の２名で、取締役会と経営会議

との接点が限られていたこともあって、取締役会での議論が業務執行に反映されず、

西川社長以下執行部の独断専行を招いた。 

政権交代後、西川社長が辞任し、齋藤社長となった後も、日本郵政の経営体制は委

員会設置会社のままであるが、西川社長時代の平成２０年１２月末の時点では取締役

が９名、うち７名が社外取締役であったのに対して、平成２２年４月１日現在では取

締役は１８名、そのうち１３名が社外取締役となっている。以前は、経営会議と取締

役会の両方のメンバーとなっていたのは社長・副社長の２名だけだったが、現在は、

社長・副社長の計５名が取締役と執行役を兼任し両方のメンバーになっている。 

日本郵政から当委員会への報告によると、取締役会の決議事項は経営の基本方針の

決定のみであるが、監督官庁への報告内容のうち重要なものも新たに決議又は報告の

対象とされた。また、社外取締役のうちの１名を会長とし、経営会議に付議した案件

を全件報告している。取締役会議事録は、従来は結果のみの記載であったが、質疑応

答まで含めたものとなっている。 

   このように現在の日本郵政は、西川社長時代と比較すると、執行役と兼任の常勤取

締役が５名となり取締役会と経営会議との接点が拡大され、取締役会での議論が業務

執行に反映されやすくなったこと、取締役会への決議又は報告事項の範囲が拡大され

ていること、取締役会議事録の記載事項に質疑応答が含まれるようになったことなど、

取締役会の監督機能の強化が図られていることは伺われる。 

しかし、現在の日本郵政においても維持されている委員会設置会社というガバナン

ス形態は、迅速かつ機動的な意思決定による事業運営が可能となるというメリットが

ある一方、前経営陣の時のような不適切な運営を行う場合には、取締役会の形骸化等

により執行役の独断専行を招くというリスクがあることも否定できない。特に、政権

交代後の郵政民営化の見直しにより、日本郵政の株式売却は民営化当初に予定してい

た上場スケジュールから遅れる可能性もあることを考慮すると、本来は株主の代表と

しての社外取締役を通して市場からの監視機能が働くことを前提とする委員会設置会

社というガバナンス形態自体の採用の適否や、その形態を継続する場合には、適切な

運営の在り方等について、十分に検討しなければならない。あるいは、非公開会社の

時代には、それに適したガバナンス形態である監査役会設置会社という仕組みの活用

の検討も選択肢の一つである。以上のように、取締役会の意思決定及び監視機能がよ

り一層働くよう、広い視点からのガバナンスの改善の検討を行うことが必要であろう。 

 



- 16 - 
 

西川社長の辞任後に、新経営陣として社外取締役が１３名に増員されている。これ

は、日本郵政の事業の在り方や経営の方向性をめぐって意見対立がある中で、様々な

立場の社外者の意見を経営の基本方針の決定に反映させることに関しては正しい方向

と言える。 

しかし一方で、会社のガバナンスの一環として、会社の機関としての取締役会の監

督機能を十分に果たすための仕組みとしては、これだけでは十分とは言えない。特に、

極めて公共性・公益性が高い日本郵政の事業を適正に運営していくためには、業務の

実情に精通している取締役による監督機能を十分に発揮できる仕組みを検討すること

が望まれる。 

   現在、政府部内で検討が進められている郵政改革法案は、今国会に提出が予定され

ている。その内容は、グループの５分社化体制を見直し、日本郵政（持株会社）と郵

便事業会社、郵便局会社の３社を統合、その下にゆうちょ銀行とかんぽ生命保険を置

く体制となっている。そのような体制になった場合には、新日本郵政の業務範囲には、

従来の持株会社としての業務に事業会社２社の業務が加わることになり、取締役会の

審議事項もさらに膨大なものとなる。このような状況にも対応し得るよう取締役会の

監督機能を強化する仕組みを、今後十分検討をすることが必要となろう。 

   例えば、多数の社外者の意見を経営の基本方針の決定に反映させるのであれば、む

しろ、会社の機関として監督機能を果たす取締役会とは切り離し、サービスや経営の

重要事項を検討する別個の組織にすることも一つの方法であろうと考えられる。 

 

２ コンプライアンスへの取組み 

   既に述べたコンプライアンス委員会、内部通報窓口の設置のほか、コンプライアン

スに関連する各種規程が整備されるなど、日本郵政のコンプライアンスへの取組みは、

着実に進んでいるように思える。問題として指摘した利益相反に関しても、平成２０

年６月に「利益相反管理規程」が設けられるなど、具体的な取組みが行われている。 

   しかし、このような日本郵政のコンプライアンスへの取組みが、今回の調査の対象

とした個別事案のような国民の信頼を損ないかねない問題発生の防止のために十分な

ものかどうかは疑問である。 

今回の検証で明らかになったように、前経営陣の時代には、政治情勢の変化によっ

て経営の方向性が大きな影響を受けたこと、さらには、多種多様な事業の中で、競争

原理の徹底による業務の効率化、多様なサービスの提供とユニバーサル・サービスの

確保という相矛盾する要請に応えなければならない日本郵政は、明文化された法令・

規則を単に「遵守」するという狭い意味のコンプライアンス、すなわち、組織の外形

を整え、規程を整備し、法令・規則の網を広げて、「遵守」を押し付けるというだけの

「法令遵守」としてのコンプライアンスが適合しない組織の典型である。それを「社

会の要請に応えること」ととらえ、複雑・多様な社会の要請に実質的に応えるという
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観点から、組織の活動や業務の公正さ、適正さを確保するという観点が必要となる。 

  現在の利益相反管理規程も、外形的に利益相反に当たる行為を禁止しているものに

過ぎず、クレジット事案など個別事案における利益相反的行為のように内規には違反

しないが実質的な公正さ、適正さの面で問題がある行為に対して適用されるものでは

ない。前に述べたように、民間企業出身者の経験・ノウハウを広く活用しようと思え

ば、実質的な利益相反の問題はあらゆる場面で生じ得るのであり、その場合にも実質

的な公正さを担保するために、単に関連規程を整備して形式的に「遵守」を求めるの

ではなく、個別の事例ごとに実情に応じて、公正さ、適正さを確保するための透明な

手続きの在り方を検討すべきである。 

   「コンプライアンス委員会」も、法令・規則違反に該当する疑いのあるコンプライ

アンス違反事例について事後的に違法性を判断するだけではなく、手続面も含めた公

正さ、適正さを評価・検討することを通して、実質的なコンプライアンスの確保を図

る役割を担う組織にすべきであり、そのためには、現在のように経営陣の諮問機関的

な社内組織ではなく、第三者の有識者も含め社会的視点からコンプライアンス面の判

断を行える組織として位置づけを高めるべきであろう。 

   また、コンプライアンス委員会に第三者を加えて位置づけを高めるのに伴って、職

員レベルのコンプライアンス問題についてだけではなく、経営陣に対しても企業倫理、

社会的責任等の観点から意見を述べる役割を担うべきであろう。 

 

３ 総務省による認可及び監督 

   総務省による認可及び監督の現状は、西川社長時代と大きく異なるところはない。 

郵政民営化の趣旨からは、日本郵政の経営に対する監督官庁の介入は最小限のもの

にすることが望ましい。しかし、日本郵政では、民営化後これまでに今回の個別検証

の対象とした多くの問題が発生し、今後も、そのような業務執行上の問題が発生しや

すい環境にあることは、既に述べてきたとおりであり、これに対するガバナンス、コ

ンプライアンスの機能が十分に期待できるかと言うと、現状は必ずしもそうとは言え

ないことは、上記のとおりである。 

   これに対して、民間会社となった日本郵政の株式はすべて国が保有しており、日本

郵政の実質的所有者は国民であるが、財務省が管理する株式に基づいて株主権を行使

することは事実上困難であり、株主である国の側の日本郵政に対する関与の唯一の手

段は事業計画等の認可権を有する総務省による監督である。 

少なくとも、国がすべての株式を保有している状況においては、株主たる国民の利

益を図る観点からも、ＪＰＥＸに関する郵便事業会社と日通との株主間契約のような

会社が負う責務遂行や経営に重大な影響を生じる事項については、事業計画への記載

等を通して、事業をめぐるリスクを早期に把握して対応をとることを可能にする必要

がある。 
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第５ 日本郵政のガバナンス及びコンプライアンスに関する提言  

１ 日本郵政のガバナンス形態の在り方についての再検討 

委員会設置会社は、執行役への権限委譲により、迅速かつ機動的な事業運営が可能

となるが、一方で、市場からの監視機能や取締役会の強力な監督機能の発揮が求めら

れるガバナンス形態である。日本郵政は、公共性・公益性の高さや、民営化の途上に

あって、国がすべての株式を保有する非公開会社であるという現状を踏まえ、委員会

設置会社の採用の適否の検討や、委員会設置会社というガバナンス形態を今後も継続

する場合には、その適切な運営を図る観点から、監督機能が不十分とならないよう、

ガバナンス体制の更なる充実のための措置を講じることが必要である。 

 

２ 社外者による「経営諮問委員会（仮称）」の設置 

   日本郵政が委員会設置会社とは異なるガバナンス形態を採用する場合には、社外取

締役中心の取締役会に代わって、多様な立場の意見をサービスと経営の在り方に反映

させるための機関として、様々な分野・立場の社外者による諮問機関としての「経営

諮問委員会(仮称)」を設置することも検討することが必要である。同委員会では、国民

の意思等を勘案しながら、物流や金融市場等の動向も踏まえ、ユニバーサル・サービ

スの維持の観点から、サービスや経営の重要事項について検討し、経営陣に意見を述

べるとともに、業務に支障がない範囲で議論の状況を公開する。 

 

３ 総務省による監督の見直し 

   総務省の認可の対象となる毎年度の事業計画の中に、経営に重大な影響を及ぼす可

能性のある事項を、公表の時期にも勘案しつつ、網羅的に記載すること等、総務省と

しては、認可が適切に行使できるような運用を図るとともに、日本郵政においても、

事業計画の変更が必要な場合には適時に変更認可申請を行うことが必要である。 

 

４ コンプライアンスの抜本的見直し 

   コンプライアンスの基本的な考え方を、単なる法令・規則の遵守ではなく、法令・

規則をベースにしつつ、日本郵政の事業と業務の公共的特性に応じて実質的に公正、

公平性、透明性等を担保する趣旨に転換し、関連規程と社内組織の見直しを行う。 

 

５ コンプライアンス委員会の機能強化 

   コンプライアンス委員会を、単なる法令・規則の遵守の観点だけではなく、手続面

も含めて業務の公正さ、適正さを評価・検討する機関としても位置づける。内規に直

接違反するものではないが実質的に利益相反の疑いがある事例などについては、同委

員会の事前承認等によって公正さを担保する。 




